
令和７年度補正予算 重点支援地方交付金の活用状況について
愛知県 名古屋市

１３８億７,７８０万円交付限度額
１２４億１,８６１万円（８９％）うち令和７年度 交付決定額

―うち令和８年度 交付決定額
１４億５,９１９万円（１１％）残額

■実施状況

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度を記載（詳細は別途実施計画をご覧ください）

事業者支援

◆物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用地域経済活性化促進事業 事業費：63億9,600万円 ※食料品特別加算を活用
重点支援地方交付金における食料品の物価高騰に対する特別加算などを活用し、地域経済の活性化を図るため、プレミアム

付電子商品券を発行（プレミアム率30％、販売価格1口1,300円を1,000円で販売、発行口数1,680万口 ※申込可能口数50口ま
で）

◆省エネ家電への買い換え促進事業 事業費：7億4,000万円
市民を対象に、省エネ性能の高いエアコン及び冷蔵庫への買い換えに要する経費を補助

◆保育所等給食費に係る物価高騰対策支援金 事業費：15億6,525万円
保育所等において、物価高騰の中でも、保護者負担の増額を求めることなく現在の給食等の水準を維持するための補助等

◆中小企業省エネルギー設備等導入補助 事業費：3億1,900万円
市内に事業所を有する中小企業者等を対象に、省エネルギー設備への更新や太陽光発電設備の導入に要する経費を補助

◆経営強化支援資金（賃上げ環境整備資金）融資に係る信用保証料補助 事業費：3億3,600万円
物価高騰の影響を受ける事業者への支援として、賃上げを行うための生産性向上等の環境を整備する市内中小企業者を対象

とした、賃上げ環境整備資金を設け、信用保証料の２分の１を補助

生活者支援

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定

＜令和８年３月時点＞

◆学校給食費に係る物価高騰対応支援 事業費：15億4,310万円
物価高騰の影響下においても、保護者負担を増額せずに現在の給食の水準を維持するための補助


